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ハローワークレポート

【有効求人倍率の推移】
（単位：倍、ポイント）

（注）　1．新規学卒を除き、パートを含む常用

　　　　2．下段（　）内は、対前年増減

【一般職業紹介状況】
（単位：人、％、倍、ポイント）

A 新規求職申込件数

B 月間有効求職者数

C 新規求人数

D 月間有効求人数

E 紹介件数

F 就職件数

G 月間有効求人倍率（D／B）

（注）　新規学卒を除き、パートを含む常用
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令和７年１０月３１日発行

ハローワーク
９ 内容

R E P O R T
　　　　９月の有効求人倍率は１．１４倍となり、前年同月比０．１３ポイント下回った。
　　　（４か月連続で前年同月を下回った。）
　　　新規求職申込件数は前年同月比１４．７％減少し、月間有効求職者数は２．６％増加した。
　　　また、新規求人数は前年同月比２．６％増加し、月間有効求人数は７．６％減少した。

 　　（注）　 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、
　　　　　　オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職
　　　　　　件数等が含まれている。
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令和７年 令和６年

９月 ９月

1,212 1,181 2.6 6,694 6,955 ▲ 3.8 

Ａ Ｂ 農・林・漁業 18 15 20.0 118 78 51.3 

C 鉱業、採石業 0 2 ▲ 100.0 17 18 ▲ 5.6 

Ｄ 建設業 136 155 ▲ 12.3 888 980 ▲ 9.4 

Ｅ 製造業 113 104 8.7 473 531 ▲ 10.9 

09食料品製造業 68 81 ▲ 16.0 259 329 ▲ 21.3 

12木材・木製品製造業 10 4 150.0 31 30 3.3 

G 情報通信業 7 12 ▲ 41.7 43 59 ▲ 27.1 

H 運輸業、郵便業 102 75 (36.0) 538 414 (30.0)

I 卸売・小売業 107 144 (▲ 25.7) 704 675 (4.3)

　 56～61小売業 94 118 (▲ 20.3) 611 578 (5.7)

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 89 96 ▲ 7.3 527 544 ▲ 3.1 

76飲食業 25 53 ▲ 52.8 291 254 14.6 

P 医療・福祉 412 396 (4.0) 2,258 2,445 (▲ 7.6)

83医療業 159 131 (21.4) 890 877 (1.5)

250 264 (▲ 5.3) 1,358 1,562 (▲ 13.1)

R サービス業（他に分類されないもの） 118 68 (73.5) 528 524 (0.8)

（注） 1. 新規学卒を除き、パートを含む常用

【新規求職者の年齢別等状況】

令和７年 令和６年

９月 ９月

新規求職申込件数 575 674 ▲ 14.7 4,162 4,270 ▲ 2.5

44歳以下 250 274 ▲ 8.8 1,689 1,744 ▲ 3.2

29歳以下 107 110 ▲ 2.7 729 731 ▲ 0.3

45歳以上 325 400 ▲ 18.8 2,473 2,526 ▲ 2.1

55歳以上 221 242 ▲ 8.7 1,656 1,639 1.0

新規求職者のうち離職者 361 439 ▲ 17.8 2,720 2,714 0.2

事業主都合離職者 68 125 ▲ 45.6 617 742 ▲ 16.8
（注） 新規学卒を除き、パートを含む常用

【雇用保険取扱状況】
（単位：人、千円、％）

令和７年 令和６年

９月 ９月

適用事業所数 4,291 4,322 ▲ 0.7 - - -

資格取得者数（全数） 688 712 ▲ 3.4 6,267 6,903 ▲ 9.2

一般被保険者 598 615 ▲ 2.8 4,655 5,101 ▲ 8.7

高年齢被保険者 40 45 ▲ 11.1 433 465 ▲ 6.9

短期特例被保険者 50 52 ▲ 3.8 1,179 1,337 ▲ 11.8

資格喪失者数（全数） 652 717 ▲ 9.1 5,250 5,545 ▲ 5.3

一般被保険者 547 628 ▲ 12.9 4,286 4,544 ▲ 5.7

うち事業主都合 34 73 ▲ 53.4 250 288 ▲ 13.2

高年齢被保険者 83 78 6.4 784 795 ▲ 1.4

短期特例被保険者 22 11 100.0 180 206 ▲ 12.6

被保険者数（全数） 54,672 55,513 ▲ 1.5 - - -

一般被保険者 46,760 47,650 ▲ 1.9 - - -

高年齢被保険者 6,749 6,565 2.8 - - -

短期特例被保険者 1,163 1,298 ▲ 10.4 - - -

受給資格決定件数 195 228 ▲ 14.5 1,343 1,416 ▲ 5.2

受給者実人員 964 827 16.6 5,357 5,099 5.1

支給金額 125,204 98,436 27.2 646,163 611,607 5.7

短期特例一時金受給者数 0 1 ▲ 100.0 350 405 ▲ 13.6

高年齢給付受給者数 51 48 6.3 521 519 0.4

支給人員 65 69 ▲ 5.8 392 379 3.4

支給金額 28,695 28,887 ▲ 0.7 168,709 152,757 10.4
（注） １　適用事業所数、被保険者数は各月末現在。　２　H29,1,1から65歳以上の方が高年齢被保険者として適用拡大。

【新規求人数の産業別状況】
（単位：人、％）

区　　　　　　分 増減比
令和 ７

年度累計
前年同期 増減比

 産　業　計

85社会保険・社会福祉・介護事業

（単位：人、％）
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増減比
令和 ７

年度累計
前年同期 増減比

増減比
令和 ７

年度累計
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2. 令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成２５年
   １０月 改定の「日本標準産業分類」に基づく区分。
3. 対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。
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【高年齢者職業紹介状況】
（単位：人、％）

（注）　高年齢者：55歳以上、パートを含む常用

【障害者職業紹介登録状況】
（単位：人、％）

新規求職申込件数

紹介件数

就職件数

【パートタイム職業紹介状況】
　　　（単位：人、％、ポイント）

（注）　常用的パート

【完全失業率の推移】

　　（注）１　北海道分は原数値、全国分は季節調整値。　　　　 〔資料出所：総務省統計局「労働力調査結果」〕

２　（　）内は前年同期。
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　　　道東地域の経済概況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日銀釧路支店金融経済概況抜粋「１０月２４日公表」）

　　　雇用失業情勢
　　　　　　     　　　　　　     　　　　　　　　  （ハローワークくしろ　業務統計９月分）

当月の新規求職申込件数は５７５人で前年同月比１４．７％（９９人）減少し、４か月ぶりに前年同月を下回った。月間

有効求職者数は２，７４６人で前年同月比２．６％（７０人）増加し、４か月連続で前年同月を上回った。

また、新規求人数は１，２１２人で前年同月比２．６％（３１人）増加し、３か月ぶりに前年同月を上回った。月間有効求

人数は３，１３４人で前年同月比７．６％（２５７人）減少し、１６か月連続で前年同月を下回った。これにより、月間有効

求人倍率は１．１４倍となり、４か月連続で前年同月を下回った。

新規求人数を主な産業別でみると、増加となったのは、「農林漁業」２０．０％（３人）、「製造業」８．７％（９人）、「運輸

業，郵便業」３６．０％（２７人）、「医療，福祉」４．０％（１６人）、「サービス業」７３．５％（５０人）となった。減少となったの

は、「鉱業，採石業」１００．０％（２人）、「建設業」１２．３％（１９人）、「情報通信業」４１．７％（５人）、「卸売業，小売業」２

５．７％（３７人）、「宿泊業，飲食サービス業」７．３％（７人）となった。

新規求人の常用・パート別では、前年同月比でみると、常用は８５２人と７．２％（５７人）増加し、パートは３６０人と６．

７％（２６人）減少した。これにより、新規求人の中でパートの占める割合は２９．７％となり、３．０ｐの減少となった。

道東地域の景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

すなわち、公共投資は、横ばい圏内の動きとなっている。設備投資は、横ばい圏内の動きとなっている。住宅投資

は、減少している。個人消費は、一部に弱めの動きがみられるものの、持ち直している。生産は、下げ止まっている。

労働需給は、引き締まっている。

先行きについては、企業の賃金・価格設定行動や人手不足が管内の経済活動全般に及ぼす影響を注視していく。

公共投資は、横ばい圏内の動きとなっている。

公共工事請負金額は、前年を上回った。

設備投資は、横ばい圏内の動きとなっている。

道東地域の９月短観における２０２５年度設備投資計画は、前年を上回っている。

住宅投資は、減少している。

新設住宅着工戸数は、分譲が前年を上回り、持家、貸家が前年を下回った。

個人消費は、一部に弱めの動きがみられるものの、持ち直している。

主要小売店売上高は、前年を上回った。乗用車新車登録台数（含む軽）は、普通・小型乗用車、軽乗用車ともに

前年を上回り、全体でも前年を上回った。 家電販売は、弱めの動きとなっている。

観光は、持ち直している。

生産は、下げ止まっている。

主要生産品目別にみると、乳製品は、緩やかに持ち直している。水産加工品は、弱めの動きとなっている。

企業倒産

企業倒産は、倒産件数は前年並みとなり、負債総額は前年を上回った。
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